






































































































将来の支出を引当金として計上したもの）は 3 年で 13 倍になり、計上額は 1000 億円
を超えた。計上企業数も初めて 100社を超えたという(日本経済新聞,2008年 9月 8日,1
ページ)。また、2008 年度には、環境負債といえる引当金は前年度よりもさらに 60％
































2005 年に公表されたＩＦＲＩＣ解釈指針第 6 号「特定の市場への参加から生じる負債




















































































































































































































いし除去に関わる特定の負債の会計処理」を公表し、2001 年にＳＦＡＳ第 143 号が
基準化されたことにはじまる。ＩＡＳＢからも、ＦＡＳＢとの会計基準統合作業の
なかでＳＦＡＳ第 143 号を検討し、ＩＦＲＩＣ解釈指針第 1 号「廃棄、原状回復及
びそれらに類似する既存の負債の変動」が公表されている。日本においても、2008
年に企業会計基準第 18 号「資産除去債務に関する会計基準」が公表されている。以
下では、ＳＦＡＳ第 143 号およびわが国における企業会計基準第 18 号を中心に資産
除去債務の会計処理について取り上げる。
第一項 米国



















































































Ｙ社は、20X1 年 4 月 1 日に設備Ａを取得し、使用を開始した。当該設備の取得
原価は 10,000、耐用年数は 5 年であり、Ｙ社には当該設備を使用後に除去する法的
義務がある。Ｙ社が当該設備を除去するときの支出は 1,000 と見積られている。
20X6 年 3 月 31 日に設備Ａが除去された。当該設備の除去に係る支出は 1,050 で
あった。
資産除去債務は取得時にのみ発生するものとし、Ｙ社は当該設備について残存価
額 0 で定額法により減価償却を行っている。割引率は 3.0％とする。Ｙ社の決算日
は 3 月 31 日であるものとする。
2. 会計処理
(1) 20X1 年 4 月 1 日
設備Ａの取得と関連する資産除去債務の計上




(2) 20X2 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 26 資産除去債務(*2) 26
(*2) 20X1 年 4 月 1 日における資産除去債務 863×3.0%＝26
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*3) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*3) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(3) 20X3 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 27 資産除去債務(*4) 27
(*4) 20X2 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26)×3.0%＝27
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*5) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*5) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(4) 20X4 年 3 月 31 日
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時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 27 資産除去債務(*6) 27
(*6) 20X3 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26＋27)×3.0%＝27
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*7) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*7) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(5) 20X5 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 28 資産除去債務(*8) 28
(*8) 20X4 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26＋27＋27)×3.0%＝28
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*9) 2,173 減価償却累計額 2,173
(*9) 設備Ａの減価償却費 10,000／5 年＋除去費用資産計上額 863／5 年＝2,173
(6) 20X6 年 3 月 31 日
時の経過による資産除去債務の増加
費用（利息費用） 29 資産除去債務(*10) 29
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(*10) 20X5 年 3 月 31 日における資産除去債務(863＋26＋27＋27＋28)×3.0%＝29
設備Ａと資産計上した除去費用の減価償却
費用（減価償却費）(*11) 2,171 減価償却累計額 2,171





資産除去債務(*12) 1,000 現金預金 1,050
費用（履行差額） 50

































































































① エクソン・モービル （2010 年 12 月 31 日期）
まずは、US-GAAP をもとに財務諸表を作成している、石油、石油化学製品に関連する
事業を手がける世界最大手の総合エネルギー企業であるエクソンモービル
（ExxonMobil）の 2010 年 12 月 31 日期のアニュアルレポートをもとに取り上げる。
20
石油産業、特に探鉱、開発、生産を行う上流事業も手がける企業は環境関連のコス
トが多くかかり、環境負債の金額も多額になる。エクソンモービルの 2010 年 12 月 31
日期の連結財務諸表における総資産は$302,510 million、売上高(Sales and other

























2010 年に計上された環境負債についての引当金は $448 million であり、2010 年 12
月 31 日の貸借対照表の残高は $948 million である。
21

























② シェブロン（2010 年 12 月 31 日期）
次は、同じく US-GAAP にもとづき作成された、アメリカの総合石油エネルギー企業
であるシェブロン（Chevron）の 2010 年 12 月 31 日期のアニュアルレポートを紹介す
る。
シェブロンの連結財務諸表における総資産は、＄184,769 million、売上高(Sales and
other operating revenues)は＄198,198 million、当期純利益(Net Income Attributable















Millions of dollars 2010 2009 2008
1 月 1 日計上額 1,700 1,818 1,539
純額の増加額 220 351 784
支出 (413) (469) (505)
































シェブロンの 2010 年 12 月 31 日の環境準備金は＄1,507 million であった。これ
には、連邦のスーパーファンド法および類似した州の法律により、U.S.
Environmental Protection Agency (EPA)またはその他の規制当局から潜在的責任
当事者、または浄化に参加すると確認された約 182 サイトの浄化活動のものを含






2010 年度末に計上されている残りの環境準備金＄1,322 million のうち、＄814
million は、精製所その他のプラント、マーケティング所(サービスステーション、
末端施設)、化学設備、パイプラインを含む、U.S.下流事業の営業に関係するもの








































＄12,488 million のうち、長期のものは＄11,788 million である。
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第二項 国際会計基準
① ロイヤル・ダッチ・シェル（2010 年 12 月 31 日期）
次は、IFRS をもとに作成された財務諸表での環境負債の開示について、同じく石
油業界大手のロイヤル・ダッチ・シェル（Royal Dutch Shell plc ）の 2010 年 12
月 31 日期のアニュアルレポートを取り上げる。
シェルの連結財務諸表における総資産は$322,560 million、売上高(Revenue)は


























解体、修復 1,006 12,011 13,017














解体・修復コストの見積りは毎年再検討しており、2010 年に＄1,297 million 増
加している。これを相殺するものとして、2010 年の減少要因は資産の処分であり、








② トタル（2010 年 12 月 31 日期）
フランスの大手総合石油エネルギー企業であるトタル（TOTAL）の 2010 年 12 月 31
日期のレジストレーション・ドキュメントを取り上げる。
トタルの連結財務諸表における総資産は€143,718 million、売上高（Sales）は




環境偶発事象にかかる引当金（Provision for environmental contingencies）
2010 2009





5,917 5,469 (€ million)
・資産除去債務の変動要因
(€ million)







2010 年 12 月 31 日 5,917
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第三項 日本基準
① JX ホールディングス株式会社（2011 年 3 月 31 日期）
JX ホールディング株式会社は、平成 22 年４月１日に、新日本石油株式会社と新
日鉱ホールディングス株式会社の経営統合により設立された。日本最大手の石油精
製販売、石油開発および金属事業を持つ総合エネルギー資源企業である。
2011 年 3 月 31 日期の有価証券報告の連結財務諸表における総資産は 6,259,958 百














平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会













ＳＳ用土地 主に 15 年 主に 2.0％










号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用したことによる期首時
点における残高です。
31






2011 年 3月 31日期の有価証券報告書の連結財務諸表における資産合計は 2,680,379



































平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会




























第 18 号平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の















③ 出光興産株式会社（2011 年 3 月 31 日期）
出光興産株式会社は、石油製品、石油化学製品の製造販売、資源の開発等を行う企
業である。
2011 年 3 月 31 日期の有価証券報告書の連結財務諸表の資産合計は 2,517,849 百万


















平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会





21,758 百万円であるため、資産除去債務の期首の金額は合計では 24,429 百万円と
なります。
（資産除去債務関係）


















18 号 平成 20 年３月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

















































































































United States Steel Corporation はアメリカの総合製鉄企業である。US-GAAP
にもとづいて財務諸表を作成しており、以下は、2010 年 12 月 31 日期の Form10-K
から引用、和訳したものである。2010年 12月 31日期の連結売上高は$17,374 million、































$ million 12/31/2010 12/31/2009
Accounts payable 18 17
Deferred credits and other noncurrent liabilities 180 186
合計 198 203
修復にかかる費用は売上原価に計上されており、2010 年、2009 年、2008 年の




















AK Steel Holding Corporation はアメリカの鉄鋼メーカーである。US-GAAP に
もとづいて財務諸表を作成しており、以下は、2010 年 12 月 31 日期の Form10-K
からの引用である。2010 年 12 月 31 日期の連結売上高は$ 5,968.3 million、当期純







$ million 12/31/2010 2009 2008
環境関連の資本投資 4.5 1.0 1.8
環境遵守コスト 118.7 106.6 126.5













以下の表は、ASC Subtopic 410-20 “Asset Retirement Obligations”に従って資産
除去債務の変動を示したものである。
$ million 2010 2009 2008
期首 4.9 4.4 4.1
費用の増加 0.4 0.5 0.3







ThyssenKrupp AG は IFRS を採用するドイツの鉄鋼メーカーである。以下は 2010
年 9 月 30 日期のアニュアルレポートからの引用である。2010 年 9 月 30 日期の連結





























る。IFRS を採用しており、以下は 2010 年 12 月 31 日期のアニュアルレポートから
の引用である。2010 年 12 月 31 日期の連結売上高は$ 78,025 million、当期純利益























$ million 期首 増加 控除・支払 為替その他 期末
環境 743 95 (104) (4) 730








年 12 月 31 日時点で、ArcelorMittal はウクライナで 140、ロシアで 72、カナダで




の健康と環境の保護に関する法律や規制に従っている。2010 年 12 月 31 日時点で、
ArcelorMittal は環境修復活動と負債の準備金を 730 設置した。このなかにはヨー









以下は新日本製鉄の 2011 年 3 月 31 日期の有価証券報告書からの引用である。2011






















は、JFE スチール株式会社の 2011 年 3 月 31 日期の計算書類からの引用である。2011








当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平
成 20 年３月 31 日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
















U.S.スチール $ 198 million $ 39 million 1.54%









€ 32 million € 212 million 0.56%





新日本製鉄 ― ― ―











































ダウ・ケミカル(米） $607 M, $298 M $99 M 1.44%
デュポン(米） $407 M $59 M 1.15%
BASF(独:IFRS） €665 M €869 M 2.58%
三菱ケミカル(日) \1,562 M その他の負債 0.05%
住友化学(日) \7,925 M その他の負債 0.33%
三井化学(日) \10,650 M \2,376 M 1.00%















































動も、新たな構成要素を認識する契機となる」(第 4 章,第 3 項)。また、それに加え「一
定程度の発生の可能性が求められる」。「一定程度の発生の可能性(蓋然性)とは、財務諸
表の構成要素に関わる将来事象が、一定水準以上の確からしさで生じると見積もられ
ることをいう。」(第 4 章,第 6 項)とされている。




































































































































ところで 2009 年 9 月に企業会計基準委員会から公表された「引当金に関する論点
整理」では、環境修復引当金について個別の検討がなされている。現在は、引当金に






















































状況 A 0(発生しない) 60%
状況 B 3,000(発生する) 20%












次に欧州における蓋然性規準の採用状況を検討する。IASB においても 2005 年に修

















し、国際会計基準では”more likely than not”で 50％超の発生可能性が求められている。
そして、資産除去債務以外で汚染修復義務の環境負債等については、米国基準








けている。しかしながら、IAS 第 37 号改訂案においては、蓋然性要件を削除するこ





含めて IASB の今後の動向に注意していく必要がある」(53 項)としており、日本の引
当金についても蓋然性基準が削除される可能性がある。
下図は、IAS 第 37 号と蓋然性要件を削除することを提案している IAS 第 37 号改
訂案における蓋然性要件の取扱いの比較である。
図 3－3 IAS 第 37 号と IAS 第 37 号改訂案における蓋然性要件の取扱いの比較
IAS 第 37 号での引当金と偶発負債
の分類























































































・ 包括的環境対処、補償、および責任法 (Comprehensive Environmental
Response, Compensation and Liability Act of 1980; CERCLA)
・ ス ー パ ー フ ァ ン ド 修 正 及 び 再 授 権 法 (Superfund Amendments and





－1 はスーパーファンドサイトの内、EPA が NPL（National Priorities List）と









図 5－1 NPL のサイト数(10/25,2011)
Status Non-Federal (General) Federal Total
Proposed Sites 57 5 62
Final Sites 1140 158 1298
Deleted Sites 339 15 354
Milestone Non-Federal (General) Federal Total
Partial Deletions 40 17 57*
Construction Completions 1051 70 1121
Sites that have achieved these milestones are included in one of the three NPL
status categories.




























・ 水質汚濁防止法(Clean Water Act; CWA)
EPA は河川、湖沼、海洋、湿地などの汚濁を減少・除去・防止するために、
一定の基準を設定している。原子力発電所からの温水の放出も規制している。




・ 有害物質管理法(Toxic Substances Control Act of 1976; TOSCA)
健康や環境にとって危険な物質について、EPA が製造業者にテストを義務付
けて規制している。
・ 緊急措置および地域住民の知る権利法(Emergency Planning and Community
Right to Know Act of 1986)
67
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